
令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月01日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 329 住宅・建築物安全ストック形成事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 都市計画課 課長名 近藤　健
この事務事業の開始時期 平成15(2003)年度から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 建築物の耐震改修の促進に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

昭和56(1981)年5月以前の旧耐震基準で建築された建 耐震改修促進法に基づく国の基本方針では、住宅の耐
築物については、大規模な地震による倒壊の危険性が 震化率の目標が令和7(2025)年に95％となるように定
高いため、耐震診断及び耐震改修工事等について補助 められ、これまで以上に耐震改修戸数を増やす必要が
金を交付し、市全体の耐震化を促進する。 ある。
また、既存建築物に露出して吹き付けられている建材 また、多数の者が利用する大規模建築物や緊急輸送路
の

令

アスベストについて、

和

含有調査及び除去費用

 

に対し 沿道建築物につ

4

いて耐震診断及び診断

年

結果の報告が義
て補助

度

金を交付する。 務付け

（

されたことにより、国

3

及び県において補助金

年

の
 交付メニューが追

度

加された。
「SDGs

実

の取組：9,11,1

施

3」

昭和56(198

分

1)年5月以前の旧耐

）

震基準で建築された木

事

造住宅について、耐震

務

診断員
R3年度に実施

事

した具体的な を派遣し

業

、耐震診断を実施した

目

。
事業の方法、手順、

的

指標に対す 耐震診断の

評

結果、耐震性が無いと

価

判定された住宅の耐震

表

改修や除却工事につい

様

て工
る成果等 事費の一

式

部を補助した。

事務事

1

業を取り巻く状況は過

-

去と比べ変化している

1

か (1)活動指標（事

記

務事業の活動量を表す

入

指標）

耐震改修や除却

日

により対象となる建築

令

物は減少している。 名

和

称 単位
① 前年度1月1

0

日現在における住宅の

4

総数 棟
変 化

② 耐震性

年

の無い木造住宅数 棟
内

1

 容

対象(この事業の

2

対象、範囲となる人、

月

物) (2)対象指標（

0

対象の大きさを表す指

1

標）

耐震性を満たして

日

いない住宅 名称 単位
①

１

耐震診断を行う木造住

事

宅数 棟
② 耐震診断を行

務

う非木造住宅数 棟

目的

事

(この事業によって上

業

記対象をどのような状

の

態にしたいのか) (3

現

)成果指標（目的の達

状

成度を示す指標）

耐震

　

改修や除却により耐震

Ｐ

化の促進を図る。 名称

Ｌ

単位
① 耐震改修を行っ

Ａ

た木造住宅の棟数 棟
②

Ｎ

耐震改修を行った非木

及

造住宅の棟数 棟

結果(

び

上位基本事業の意図)

Ｄ

(4)結果の成果指標

Ｏ

（上位基本事業の成果

事

指標）

建築物の耐震化

務

を促進し、地震の被害

事

から市民の生命と財産

業

を守 名称 単位
る。 ① 住

名

宅の耐震化率 ％
②

事務

N

事業の各種指標の実績

o

と見込及び目標

R2年

.

度 R3年度 R3年度 R

3

4年度 R5年度 R6年

2

度 R7年度
指標 ＼ 

9

年度 単位
実績値 計画値

住

実績値 計画値 目標値 目

宅

標値 目標値
(1)の ①

・

棟 20,391 20,

建

591 20,666 2

築

0,791 20,99

物

1 21,191 21,

安

360
活動指標 ② 棟 1

全

,830 1,670 1

ス

,788 1,510 1

ト

,350 1,190 1

ッ

,020
(2)の ① 棟

ク

41 80 28 80 80

形

80 80
対象指標 ② 棟

成

0 1 0 1 1 1 1
(3)

事

の ① 棟 9 9 10 9 9 9

業

9
成果指標 ② 棟 0 1 0

政

1 1 1 1
(4)の結果

策

の ① ％ 91 92 91 9

こ

2 93 94 95
成果指

の

標 ②
予算費目 会計 01

事

 一般会計 款 08 項 0

務

5 目 01

コスト 年度 R

事

2年度 R3年度 R3年

業

度 R4年度 R5年度 R

施

6年度 R7年度
実績値

策

計画値 実績値 計画値 目

の

標値 目標値 目標値
事業

位

費(決算又は予算額)

置

Ａ 単位 26,156 2

基

1,639 16,58

本

7 21,874 21,

事

850 22,840 2

業

3,540

財
源
内
訳

 

主

国庫支出金 千円 12,

管

196 10,032 8

課

,642 10,050

名

10,033 10,5

課

33 10,883
 県

長

支出金 千円 4,265

名

4,891 3,464

こ

4,899 4,891

の

5,141 5,316

事

 地方債 千円 0 0 0 0

務

0 0 0
 その他 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 一般財

業

源 千円 9,695 6,

の

716 4,481 6,

開

925 6,926 7,

始

166 7,341
人件

時

費Ｂ 千円 3,995.

期

3 3,158.3 2,

事

418 2,418 2,

務

418 2,418 2,

区

418
正職員従事時間

分

×人数 時間×人 358

法

× 3 283× 3 325

定

× 2 325× 2 325

受

× 2 325× 2 325

託

× 2
正職員以外の人件

事

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

務

その他の費用Ｃ 千円 5

自

0 40 129 129 1

治

29 129 129
トー

事

タルコストA+B+C

務

千円 30,201.3

こ

24,837.3 19

の

,134 24,421

事

24,397 25,3

務

87 26,087
単位

事

あたりコスト ① 千円/

業

棟 736.6 310.

の

5 683.4 305.

根

3 305 317.3 3

拠

26.1
（ﾄｰﾀﾙｺ

法

ｽﾄ/(2)の対象指

令

標）② 千円/棟 0 24

事

,837.3 0 24,

業

421 24,397 2

の

5,387 26,08

概

7

1

要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

あるため。
事業進展等

業

による環境変化 □ ある

名

に伴い、目的を見直す

N

（目
その理由

的の追加

o

・拡充又は絞込）

必要

.

はありませんか？ ■ な

3

い

有
効
性

補助金の上乗

2

せ等により申請件数を

9

増加させる。
今以上に

住

事業の成果を向上

させ

宅

る方法を記入して下さ

・

い。 内　容
※(3)の

建

成果指標を向上させる

築

　ことはできますか？

物

耐震改修や除却により

安

建築物の耐震化が進ん

全

でいるが、耐震化率は

ス

目標に達し
目的達成状

ト

況 内　容 ていない。

□

ッ

民間への一部委託 □民

ク

間への全部委託
市関与

形

の必要性 □指定管理 □

成

補助金・負担金助成 ■

事

市の直営
内　容

　（実

業

施手法） 申請に基づき

２

市から直接的又は間接

評

的に補助金を交付して

価

いる。

効
率
性

類似の事

　

業がないため統合でき

Ｃ

ない。
事務事業の統廃

Ｈ

合により、
法律に基づ

Ｅ

き実施している事業で

Ｃ

あるため廃止できない

Ｋ

。
事業の効率化を図り

目

、成果
内　容

を向上さ

的

せる方法を記入し

て下

妥

さい。

現状で適正であ

当

る。
現状より事業費・

性

人件費を

削減する方法

こ

を記入して下

さい。（

の

仕様の変更、外部 内　

事

容
委託、従事時間の削

業

減等は

できないか？)

の

公
平
性

耐震改修工事等

必

の負担を軽減するため

要

市独自の補
■ ある □ 現

性

状で適正
受益者負担は

は

ありますか？ 助を拡充

薄

する。
また、受益者負

れ

担割合は適 □ ない ■ 検

て

討が必要 内　容
正です

得

か？
□ 受益者がいない

ら

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

れ

Ｉ
Ｏ
Ｎ

耐震化率向上の

て

ため、さらなる対策 住

い

宅以外の一般建築物に

る

対しても耐
事業実施上

い

の課題、住 が必要 震化

ま

を促進するため、補助

せ

対象を広
民・議会等か

ん

らの意見 意　見 対応策

か

げる。
と対応策

耐震診

。

断や耐震改修工事等に

十

対して 耐震診断や耐震

分

改修工事等に対して
R

な

4年度の事業計画は前

成

変　更
補助金を交付し

果

た。 補助金を交付し、

が

耐震化を推進する
年度

理

から変更・追加は 前年

　

度 ・
。

あるか 追　加

今

由

後の事業・コスト・成

得

果の方向性 今後の事業

ら

の方向性、改革・改善

れ

案
※今年度からの具体

て

的な事業の進め方、手

い

段の見直し等、各方向

ま

性の内容

　　　　　　

す

　　　□　拡大 住宅以

か

外の一般建築物（店舗

？

・幼稚園など）の施設

得

に
　　　　　　　　　

ら

□　改善 対しても耐震

れ

化を促進するため、補

て

助対象をさらに広
　　

い

　　　　　　　■　現

な

状維持 げる必要がある

い

。
　　　　　　　　　

事

□　縮小
　　　　　　

業

　　　□　統合
　　　

進

　　　　　　□　完了

展

　　　　　　　　　□

等

　廃止・休止
コストの

に

方向性
　　　　　　　

よ

　　→　維持
成果の方

る

向性
　　　　　　　　

環

　→　維持

2

境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 329 住宅・建築物安全ストック形成事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

耐震改修や除却により建築物の耐震化が進んでいる。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を住宅から店舗や事務所などの一般建築物へ拡大する。

様

事業進展等による環境

式

変化
■ ある

に伴い、対

1

象を見直す（拡
その理

-

由
大・縮小）必要はあ

2

りませ
□ ない

んか？

引

事

き続き建築物の耐震化

務

を促進していく必要が



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 80 水防訓練事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和41(1966)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 水防法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

水害に備え、水防訓練を行う。 近年、浸水害の発生する大雨の発生頻度が全国的に増
水防体制を確立する。 加傾向にあり、特に、迅速な対応を求められる突発的
ＳＤＧｓの取り組み：11、13、17 で局地的な豪雨、いわゆるゲリラ豪雨の発生回数が増

加している。
そのため、応急対策活動の迅速化と水防体制の確立、
水防意識の高揚を図る必要がある。

新型コロナ感染症対策のため、規模を縮小し、土地改良会館北側の市有地で訓練を
R3年度に実施した具体的な 実施した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活

令

動指標（事務事業の活

和

動量を表す指標）

対象

 

に変化がないため、継

4

続して実施 名称 単位
①

年

水防訓練団体数 団体
変

度

 化
②

内 容

対象(こ

（

の事業の対象、範囲と

3

なる人、物) (2)対

年

象指標（対象の大きさ

度

を表す指標）

市民 名称

実

単位
① 人口（4.1）

施

人
②

目的(この事業に

分

よって上記対象をどの

）

ような状態にしたいの

事

か) (3)成果指標（

務

目的の達成度を示す指

事

標）

台風、豪雨また洪

業

水などの風水害、土砂

目

災害に対し、応急対策

的

を 名称 単位
身につけて

評

もらう。 ① 訓練参加者

価

数 人
②

結果(上位基本

表

事業の意図) (4)結

様

果の成果指標（上位基

式

本事業の成果指標）

風

1

水害に対しての応急対

-

策を身につけ、自分の

1

地域は自分で守る 名称

記

単位
ような意識付けを

入

行う。 ① 消防団分団（

日

基本団員）組織数 団体

令

② 自主防災組織数 団体

和

事務事業の各種指標の

0

実績と見込及び目標

R

4

2年度 R3年度 R3年

年

度 R4年度 R5年度 R

1

6年度 R7年度
指標 

2

＼ 年度 単位
実績値 計

月

画値 実績値 計画値 目標

0

値 目標値 目標値
(1)

2

の ① 団体 3 12 4 12

日

12 12 12
活動指標

１

②
(2)の ① 人 61,

事

040 61,236 6

務

1,226 61,21

事

8 62,360 62,

業

620 62,880
対

の

象指標 ②
(3)の ① 人

現

43 330 37 330

状

330 330 330
成

　

果指標 ②
(4)の結果

Ｐ

の ① 団体 13 13 13

Ｌ

13 13 13 13
成果

Ａ

指標 ② 団体 25 25 2

Ｎ

5 25 25 25 25
予

及

算費目 会計 01 一般

び

会計 款 09 項 01 目 0

Ｄ

3

コスト 年度 R2年度

Ｏ

R3年度 R3年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

務

R7年度
実績値 計画値

事

実績値 計画値 目標値 目

業

標値 目標値
事業費(決

名

算又は予算額)Ａ 単位

N

124 265 258 2

o

63 307 304 26

.

3

財
源
内
訳

 国庫支出

8

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

0

 県支出金 千円 0 0 0

水

0 0 0 0
 地方債 千円

防

0 0 0 0 0 0 0
 その

訓

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

練

 一般財源 千円 124

事

265 258 263 3

業

07 304 263
人件

政

費Ｂ 千円 1,531 1

策

,397.6 1,22

こ

8.6 1,228.6

の

1,228.6 1,2

事

28.6 187
正職員

務

従事時間×人数 時間×

事

人 83× 4 70× 4 7

業

0× 4 70× 4 70×

施

4 70× 4 0× 0
正職

策

員以外の人件費 千円 2

の

96 356 187 18

位

7 187 187 187

置

その他の費用Ｃ 千円 6

基

1 61 519 519 5

本

19 519 519
トー

事

タルコストA+B+C

業

千円 1,716 1,7

主

23.6 2,005.

管

6 2,010.6 2,

課

054.6 2,051

名

.6 969
単位あたり

課

コスト ① 千円/人 0 0

長

0 0 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙ

名

ｺｽﾄ/(2)の対象

こ

指標）② 千円/ 0 0 0

の

0 0 0 0

1

事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
大・縮小）必要はあ

業

りませ
■ ない

んか？

風

名

水害に対しての応急対

N

策を身につけ、自分の

o

地域は自分で守れるよ

.

事業進展等による環境

8

変化 □ ある
うになるこ

0

とは環境の変化に左右

水

されない事であるため

防

、見直す必要
に伴い、

訓

目的を見直す（目
その

練

理由 はない。 
的の追

事

加・拡充又は絞込）

必

業

要はありませんか？ ■

２

ない

有
効
性

各団体に対

評

して訓練参加をよびか

価

ける。
今以上に事業の

　

成果を向上

させる方法

Ｃ

を記入して下さ

い。 内

Ｈ

　容
※(3)の成果指

Ｅ

標を向上させる

　こと

Ｃ

はできますか？

計画値

Ｋ

どおり達成できた。
目

目

的達成状況 内　容

□民

的

間への一部委託 □民間

妥

への全部委託
市関与の

当

必要性 □指定管理 □補

性

助金・負担金助成 ■市

こ

の直営
内　容

　（実施

の

手法） 水防訓練は水防

事

法の規定により市が実

業

施するものであるため

の

。

効
率
性

防災訓練と類

必

似事業と思われるかも

要

しれないが、防災訓練

性

は災害対策基本法等
事

は

務事業の統廃合により

薄

、
、水防訓練は水防法

れ

とそれぞれ基となる法

て

が異なるため、統廃合

得

はそぐわない
事業の効

ら

率化を図り、成果
内　

れ

容 。
を向上させる方法

て

を記入し

て下さい。

従

い

事時間をこれ以上減ら

る

す事は不可能である。

い

また、これ以上従事時

ま

間（人件
現状より事業

せ

費・人件費を
費）を減

ん

らすと訓練などの開催

か

に影響がでるため、人

。

件費の削減はそぐわな

十

い
削減する方法を記入

分

して下
。

さい。（仕様

な

の変更、外部 内　容
委

成

託、従事時間の削減等

果

は

できないか？)

公
平

が

性

直接的な受益者はな

理

し
□ ある □ 現状で適正

　

受益者負担はあります

由

か？

また、受益者負担

得

割合は適 □ ない □ 検討

ら

が必要 内　容
正ですか

れ

？
■ 受益者がいない

３

て

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

い

Ｏ
Ｎ

突発的な集中豪雨

ま

に最も迅速に対応 防災

す

講座、防災講演会など

か

を通じて
事業実施上の

？

課題、住 できるのは地

得

元自主防災会と消防団

ら

自主防災会の育成をす

れ

る。
民・議会等からの

て

意見 意　見 であるが、

い

自主防災会については

な

ま 対応策
と対応策 だ自

い

分たちが率先して応急

事

対策にあ
たるという意

業

識が低い。
土地改良会

進

館北側市有地において

展

土 新型コロナウイルス

等

感染症対策を講
R4年

に

度の事業計画は前 変　

よ

更
のう作成訓練を実施

る

じ、開催する。
年度か

環

ら変更・追加は 前年度

境

・
あるか 追　加

今後の

変

事業・コスト・成果の

化

方向性 今後の事業の方

あ

向性、改革・改善案
※

る

今年度からの具体的な

に

事業の進め方、手段の

伴

見直し等、各方向性の

い

内容

　　　　　　　　

、

　■　拡大 風水害や土

対

砂災害が発生した際に

象

は、消防団の活躍が
　

を

　　　　　　　　□　

見

改善 期待されるが、市

直

職員や消防団の対応だ

す

けでは限界も
　　　　

（

　　　　　□　現状維

拡

持 あるため、自主防災

そ

会を今後育成強化して

の

いく必要が
　　　　　

理

　　　　□　縮小 ある

由

。
　　　　　　　　　

大

□　統合
　　　　　　

・

　　　□　完了
　　　

縮

　　　　　　□　廃止

小

・休止
コストの方向性

）

　　　　　　　　　↑

必

　増加
成果の方向性
　

要

　　　　　　　　↑　

は

増加

2

ありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 80 水防訓練事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

近年、突発的な豪雨、台風などが多く発生しているため、こ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

の事業は必要である。土のう作成、積み工法などの技術の向
いませんか。十分な成果が 理　由

上、水防資機材の整備など、災害に対しての体制づくりは出
得られていますか？

様

□ 得られていない
来つ

式

つある。
対象を見直す

1

のではなく、内容（訓

-

練など）を見直す。
事

2

業進展等による環境変

事

化
□ ある  

に伴い、対

務

象を見直す（拡
その理



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 81 新総合通信ネットワーク通信設備整備事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成１３(2001)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 災害対策基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

県が整備している高度情報ネットワークにかかる維持 阪神淡路大震災を契機に災害の発生を予防し、又は災
管理を行う。 害の拡大を防止するために通信網の整備が必要となっ
ＳＤＧｓの取り組み：11、16 たため。
 県からの災害情報の入手や県への被害報告を迅速に行

い、災害対応に資するとともに、無線回線により県や
他市町村との通信を確保できる。

災害時においては被害状況報告、平常時においては通信訓練を実施した。
R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取

令

り巻く状況は過去と比

和

べ変化しているか (1

 

)活動指標（事務事業

4

の活動量を表す指標）

年

対象に変化がないため

度

、継続して実施 名称 単

（

位
① 通信訓練実施回数

3

回
変 化

②
内 容

対象

年

(この事業の対象、範

度

囲となる人、物) (2

実

)対象指標（対象の大

施

きさを表す指標）

ネッ

分

トワーク通信システム

）

名称 単位
① ネットワー

事

ク通信システム 台
②

目

務

的(この事業によって

事

上記対象をどのような

業

状態にしたいのか) (

目

3)成果指標（目的の

的

達成度を示す指標）

県

評

内の気象及び災害情報

価

を受け取る 名称 単位
①

表

気象等警戒情報 件
②

結

様

果(上位基本事業の意

式

図) (4)結果の成果

1

指標（上位基本事業の

-

成果指標）

災害等から

1

住民を守る 名称 単位
①

記

防災情報メール配信数

入

回
②

事務事業の各種指

日

標の実績と見込及び目

令

標

R2年度 R3年度 R

和

3年度 R4年度 R5年

0

度 R6年度 R7年度
指

4

標 ＼ 年度 単位
実績

年

値 計画値 実績値 計画値

1

目標値 目標値 目標値
(

2

1)の ① 回 12 12 1

月

2 12 12 12 12
活

0

動指標 ②
(2)の ① 台

2

1 1 1 1 1 1 1
対象指

日

標 ②
(3)の ① 件 1,

１

344 1,200 97

事

8 1,200 1,20

務

0 1,200 1,20

事

0
成果指標 ②

(4)の

業

結果の ① 回 2 5 32 3

の

5 35 35 35
成果指

現

標 ②
予算費目 会計 01

状

 一般会計 款 09 項 0

　

1 目 04

コスト 年度 R

Ｐ

2年度 R3年度 R3年

Ｌ

度 R4年度 R5年度 R

Ａ

6年度 R7年度
実績値

Ｎ

計画値 実績値 計画値 目

及

標値 目標値 目標値
事業

び

費(決算又は予算額)

Ｄ

Ａ 単位 1,990 2,

Ｏ

552 2,403 2,

事

520 6,293 2,

務

531 2,531

財
源

事

内
訳

 国庫支出金 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 県支

名

出金 千円 0 0 0 0 0 0

N

0
 地方債 千円 0 0 0

o

0 0 0 0
 その他 千円

.

0 0 0 0 0 0 0
 一般

8

財源 千円 1,990 2

1

,552 2,403 2

新

,520 6,293 2

総

,531 2,531
人

合

件費Ｂ 千円 859.3

通

919.3 541.9

信

923 923 923 9

ネ

23
正職員従事時間×

ッ

人数 時間×人 77× 3

ト

77× 3 43× 3 58

ワ

× 4 58× 4 58× 4

ー

58× 4
正職員以外の

ク

人件費 千円 0 60 62

通

60 60 60 60
その

信

他の費用Ｃ 千円 61 6

設

1 62 61 61 61 6

備

1
トータルコストA+

整

B+C 千円 2,910

備

.3 3,532.3 3

事

,006.9 3,50

業

4 7,277 3,51

政

5 3,515
単位あた

策

りコスト ① 千円/台 2

こ

,910.3 3,53

の

2.3 3,006.9

事

3,504 7,277

務

3,515 3,515

事

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

業

2)の対象指標）② 千

施

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

策
の位置

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

その理由
大・縮小）必

業

要はありませ
■ ない

ん

名

か？

環境の変化はない

N

。県のシステムの維持

o

管理であるため、市側

.

の要因
事業進展等によ

8

る環境変化 □ ある
では

1

影響されない。
に伴い

新

、目的を見直す（目
そ

総

の理由
的の追加・拡充

合

又は絞込）

必要はあり

通

ませんか？ ■ ない

有
効

信

性

県のシステムの維持

ネ

管理であるため、市側

ッ

では成果は向上させら

ト

れない。
今以上に事業

ワ

の成果を向上

させる方

ー

法を記入して下さ

い。

ク

内　容
※(3)の成果

通

指標を向上させる

　こ

信

とはできますか？

市で

設

気象情報をシステムに

備

よって得ることができ

整

るため、目的は達成し

備

ている
目的達成状況 内

事

　容 。

□民間への一部

業

委託 □民間への全部委

２

託
市関与の必要性 □指

評

定管理 □補助金・負担

価

金助成 ■市の直営
内　

　

容
　（実施手法） 災害

Ｃ

情報の取得など、愛知

Ｈ

県と連携する事業のた

Ｅ

め、内部職員が実施す

Ｃ

ること
がふさわしいと

Ｋ

考える。

効
率
性

県との

目

通信手段の確保のため

的

のシステムの維持管理

妥

などのため、統廃合で

当

きる
事務事業の統廃合

性

により、
ような事業は

こ

ない。
事業の効率化を

の

図り、成果
内　容

を向

事

上させる方法を記入し

業

て下さい。

もともと事

の

業費は多くなく、平常

必

時においては人件費も

要

あまり必要ではないた

性

現状より事業費・人件

は

費を
め、削減する方法

薄

はない。
削減する方法

れ

を記入して下

さい。（

て

仕様の変更、外部 内　

得

容
委託、従事時間の削

ら

減等は

できないか？)

れ

公
平
性

直接的な受益者

て

はなし
□ ある □ 現状で

い

適正
受益者負担はあり

る

ますか？

また、受益者

い

負担割合は適 □ ない □

ま

検討が必要 内　容
正で

せ

すか？
■ 受益者がいな

ん

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

か

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

人事異動によ

。

り配属された職員がシ

十

定期的に操作研修会を

分

実施し、確実
事業実施

な

上の課題、住 ステムの

成

操作方法に戸惑うこと

果

があ に操作できるよう

が

にする。
民・議会等か

理

らの意見 意　見 る。 対

　

応策
と対応策

災害時に

由

おいては被害状況報告

得

、平 継続して実施する

ら

ため、前年度と同
R4

れ

年度の事業計画は前 変

て

　更
常時においては通

い

信訓練を実施した 様・

ま

同規模で実施。
年度か

す

ら変更・追加は 前年度

か

・
。

あるか 追　加

今後

？

の事業・コスト・成果

得

の方向性 今後の事業の

ら

方向性、改革・改善案

れ

※今年度からの具体的

て

な事業の進め方、手段

い

の見直し等、各方向性

な

の内容

　　　　　　　

い

　　□　拡大 無停電装

事

置についての修繕更新

業

等は愛知県ではなく、

進

　　　　　　　　　□

展

　改善 当該市町村の対

等

応となる。（５年毎に

に

蓄電池の交換が
　　　

よ

　　　　　　■　現状

る

維持 必要。）
　　　　

環

　　　　　□　縮小
　

境

　　　　　　　　□　

変

統合
　　　　　　　　

化

　□　完了
　　　　　

あ

　　　　□　廃止・休

る

止
コストの方向性
　　

に

　　　　　　　↑　増

伴

加
成果の方向性
　　　

い

　　　　　　→　維持

、

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 81 新総合通信ネットワーク通信設備整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

有事の際に愛知県と通信する重要なシステムであり、この事
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

業は必要である。また、成果は十分得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られて

様

いない

環境の変化はな

式

い。県のシステムの維

1

持管理であるため、市

-

側の要因
事業進展等に

2

よる環境変化
□ ある で

事

は影響されない。
に伴

務

い、対象を見直す（拡



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 82 防災計画策定見直し事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和３７(1962)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 災害対策基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みよし市地域防災計画の内容の見直しを行う必要があ 国や県の防災計画の見直しに伴い、みよし市地域防災
る場合に関係機関の代表に委員を委嘱し、防災会議を 計画を修正する必要があるため。
開催する。 東日本大震災を受けて地域防災計画に反映すべき対策
その他、災害対策関連の計画、マニュアル等を作成す の変更が多くなり、地域防災計画実務要覧の追録が増
る。 加した。
ＳＤＧｓの取り組み：11、17 市の機能を維持し、市民の生命、財産を保護するため

、最優先されるべき災害応急業務及び優先すべき通常
業務などを非常時優先業務とし

令

て特定しておくこと、

和

業務実施に必要な資源

 

の確保、配分等の措置

4

を講じて
おくことが必

年

要である。
愛知県の地

度

域防災計画の修正等に

（

より、市地域防災計画

3

の見直しが生じた場合

年

に、
R3年度に実施し

度

た具体的な 防災会議を

実

開催した。
事業の方法

施

、手順、指標に対す 職

分

員向けの図上訓練を実

）

施した。
る成果等

事務

事

事業を取り巻く状況は

務

過去と比べ変化してい

事

るか (1)活動指標（

業

事務事業の活動量を表

目

す指標）

対象に変化が

的

ないため、継続して実

評

施 名称 単位
① 防災会議

価

回数 回
変 化

②
内 容

表

対象(この事業の対象

様

、範囲となる人、物)

式

(2)対象指標（対象

1

の大きさを表す指標）

-

市民 名称 単位
① 人口 人

1

②
目的(この事業によ

記

って上記対象をどのよ

入

うな状態にしたいのか

日

) (3)成果指標（目

令

的の達成度を示す指標

和

）

万全な災害対策や応

0

急対策が確立される 名

4

称 単位
① 地域防災計画

年

修正回数 回
②

結果(上

1

位基本事業の意図) (

2

4)結果の成果指標（

月

上位基本事業の成果指

0

標）

災害から住民を守

2

る 名称 単位
① 防災情報

日

メール配信回数 回
②

事

１

務事業の各種指標の実

事

績と見込及び目標

R2

務

年度 R3年度 R3年度

事

R4年度 R5年度 R6

業

年度 R7年度
指標 ＼

の

 年度 単位
実績値 計画

現

値 実績値 計画値 目標値

状

目標値 目標値
(1)の

　

① 回 1 1 1 1 1 1 1
活

Ｐ

動指標 ②
(2)の ① 人

Ｌ

61,040 61,2

Ａ

36 61,236 61

Ｎ

,218 62,360

及

62,620 62,8

び

80
対象指標 ②
(3)

Ｄ

の ① 回 1 1 1 1 1 1 1

Ｏ

成果指標 ②
(4)の結

事

果の ① 回 2 5 32 35

務

35 35 35
成果指標

事

②
予算費目 会計 01 

業

一般会計 款 09 項 01

名

目 04

コスト 年度 R2

N

年度 R3年度 R3年度

o

R4年度 R5年度 R6

.

年度 R7年度
実績値 計

8

画値 実績値 計画値 目標

2

値 目標値 目標値
事業費

防

(決算又は予算額)Ａ

災

単位 891 1,396

計

1,098 1,250

画

1,752 1,452

策

17,365

財
源
内
訳

定

 国庫支出金 千円 0 0

見

0 0 0 0 0
 県支出金

直

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

し

地方債 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 その他 千円 0 0

業

0 0 0 0 0
 一般財源

政

千円 891 1,396

策

1,098 1,250

こ

1,752 1,452

の

17,365
人件費Ｂ

事

千円 3,553.6 3

務

,389.4 2,92

事

2.4 3,659 3,

業

659 3,659 3,

施

659
正職員従事時間

策

×人数 時間×人 203

の

× 4 188× 4 188

位

× 4 190× 5 190

置

× 5 190× 5 190

基

× 5
正職員以外の人件

本

費 千円 533 592 1

事

25 125 125 12

業

5 125
その他の費用

主

Ｃ 千円 412 412 4

管

15 412 412 41

課

2 412
トータルコス

名

トA+B+C 千円 4,

課

856.6 5,197

長

.4 4,435.4 5

名

,321 5,823 5

こ

,523 21,436

の

単位あたりコスト ① 千

事

円/人 0.1 0.1 0

務

.1 0.1 0.1 0.

事

1 0.3
（ﾄｰﾀﾙｺ

業

ｽﾄ/(2)の対象指

の

標）② 千円/ 0 0 0 0

開

0 0 0

1

始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

対策は市民に直結する

業

内容のため、環境の変

名

化によって見直す必
事

N

業進展等による環境変

o

化 □ ある
要はない。

に

.

伴い、目的を見直す（

8

目
その理由

的の追加・

2

拡充又は絞込）

必要は

防

ありませんか？ ■ ない

災

有
効
性

地域防災計画の

計

修正回数が多くなると

画

煩雑となるため、現状

策

況が妥当である。
今以

定

上に事業の成果を向上

見

させる方法を記入して

直

下さ

い。 内　容
※(3

し

)の成果指標を向上さ

事

せる

　ことはできます

業

か？

目的は達成してい

２

る。
目的達成状況 内　

評

容

□民間への一部委託

価

□民間への全部委託
市

　

関与の必要性 □指定管

Ｃ

理 □補助金・負担金助

Ｈ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｅ

（実施手法） 市の計画

Ｃ

策定業務（修正含む）

Ｋ

のため、市職員が実施

目

することがふさわしい

的

。

効
率
性

統廃合によっ

妥

て効率化を図ることは

当

できない。
事務事業の

性

統廃合により、

事業の

こ

効率化を図り、成果
内

の

　容
を向上させる方法

事

を記入し

て下さい。

削

業

減する方法はない。
現

の

状より事業費・人件費

必

を
（地域防災計画の修

要

正業務を外部委託にす

性

ると事業費が大幅に増

は

加する）
削減する方法

薄

を記入して下

さい。（

れ

仕様の変更、外部 内　

て

容
委託、従事時間の削

得

減等は

できないか？)

ら

公
平
性

直接的な受益者

れ

はなし
□ ある □ 現状で

て

適正
受益者負担はあり

い

ますか？

また、受益者

る

負担割合は適 □ ない □

い

検討が必要 内　容
正で

ま

すか？
■ 受益者がいな

せ

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

ん

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

職員の防災へ

か

の意識が低い。 図上訓

。

練等の訓練を行い、職

十

員一人
事業実施上の課

分

題、住 ひとりの防災へ

な

の意識を高める。
民・

成

議会等からの意見 意　

果

見 対応策
と対応策

防災

が

会議を書面により開催

理

した。 新型コロナウイ

　

ルス感染症の状況を
R

由

4年度の事業計画は前

得

変　更
見て開催方法を

ら

決定する。
年度から変

れ

更・追加は 前年度 ・
あ

て

るか 追　加

今後の事業

い

・コスト・成果の方向

ま

性 今後の事業の方向性

す

、改革・改善案
※今年

か

度からの具体的な事業

？

の進め方、手段の見直

得

し等、各方向性の内容

ら

　　　　　　　　　□

れ

　拡大 県の地域防災計

て

画の見直しにあわせ、

い

必要に応じてみ
　　　

な

　　　　　　□　改善

い

よし市地域防災計画を

事

修正する。
　　　　　

業

　　　　■　現状維持

進

原子力災害対策につい

展

ては、市町村の対応計

等

画の雛形
　　　　　　

に

　　　□　縮小 を県に

よ

作成するよう求めてい

る

る。
　　　　　　　　

環

　□　統合 有事の際に

境

職員が対応できるよう

変

、図上訓練等を通じ
　

化

　　　　　　　　□　

あ

完了 て、随時見直しを

る

図っていく。
　　　　

に

　　　　　□　廃止・

伴

休止 災害対策について

い

は市民のニーズが多様

、

化しているた
コストの

対

方向性 め、計画等に盛

象

り込むことが必要。
　

を

　　　　　　　　↑　

見

増加
成果の方向性
　　

直

　　　　　　　→　維

す

持

2

（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 82 防災計画策定見直し事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

この事業の中心となる地域防災計画は市の防災の根幹となる
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

計画であるため、この事業は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

災害対策は市民に直結する内容のため

様

、環境の変化によって

式

見直す必
事業進展等に

1

よる環境変化
□ ある 要

-

はない。
に伴い、対象

2

を見直す（拡
その理由

事

大・縮小）必要はあり

務

ませ
■ ない

んか？

災害



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 83 防災情報発信事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成２１(2009)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市が発信する災害情報を確実に市民に伝えるために、 発生が危惧されている南海トラフ大地震、また年々大
登録型のメール配信システムを導入し、災害時には市 型化する台風、ゲリラ豪雨など、近年は災害に対して
民の携帯電話にメールで情報伝達を行う。 関心が高まっており、市民に対して防災情報を発信す
近年の突発的な豪雨等の風水害に迅速に対処するため る必要がある。
市内５箇所に雨量計、３箇所に風向風速計を設置して 市民への情報発信は防災に限らず自治体としての責務
いる。 である。
市民自らが災害に備えることができるようにするため
、インターネッ

令

トで雨量および風向・

和

風速の情報を閲
覧でき

 

るようにした。
ＳＤＧ

4

ｓの取り組み：10、

年

11、13、17
風向

度

・風速計を増設した（

（

１台⇒３台）。
R3年

3

度に実施した具体的な

年

新たな避難場所等に看

度

板を設置した。
事業の

実

方法、手順、指標に対

施

す
る成果等

事務事業を

分

取り巻く状況は過去と

）

比べ変化しているか (

事

1)活動指標（事務事

務

業の活動量を表す指標

事

）

対象に変化がないた

業

め、継続して実施 名称

目

単位
① 雨量計・風向風

的

速計の設置数 台
変 化

評

②
内 容

対象(この事

価

業の対象、範囲となる

表

人、物) (2)対象指

様

標（対象の大きさを表

式

す指標）

市民 名称 単位

1

① 人口 人
②

目的(この

-

事業によって上記対象

1

をどのような状態にし

記

たいのか) (3)成果

入

指標（目的の達成度を

日

示す指標）

防災や災害

令

に関する情報を市民に

和

伝え、災害発生時にお

0

いて情報 名称 単位
を迅

4

速に入手できる。 ① メ

年

ール配信登録者数 人
②

1

結果(上位基本事業の

2

意図) (4)結果の成

月

果指標（上位基本事業

0

の成果指標）

災害時に

2

おける被災者の発生を

日

防ぐ。 名称 単位
① 防災

１

情報メール配信数 回
②

事

事務事業の各種指標の

務

実績と見込及び目標

R

事

2年度 R3年度 R3年

業

度 R4年度 R5年度 R

の

6年度 R7年度
指標 

現

＼ 年度 単位
実績値 計

状

画値 実績値 計画値 目標

　

値 目標値 目標値
(1)

Ｐ

の ① 台 8 8 8 8 8 8 8

Ｌ

活動指標 ②
(2)の ①

Ａ

人 61,040 61,

Ｎ

236 61,236 6

及

1,218 62,36

び

0 62,620 62,

Ｄ

880
対象指標 ②
(3

Ｏ

)の ① 人 3,620 3

事

,650 3,051 3

務

,250 3,450 3

事

,650 3,850
成

業

果指標 ②
(4)の結果

名

の ① 回 2 5 32 35 3

N

5 35 35
成果指標 ②

o

予算費目 会計 01 一

.

般会計 款 09 項 01 目

8

04

コスト 年度 R2年

3

度 R3年度 R3年度 R

防

4年度 R5年度 R6年

災

度 R7年度
実績値 計画

情

値 実績値 計画値 目標値

報

目標値 目標値
事業費(

発

決算又は予算額)Ａ 単

信

位 2,140 7,47

事

4 6,642 4,30

業

1 4,901 3,48

政

4 3,484

財
源
内
訳

策

 国庫支出金 千円 0 0

こ

0 0 0 0 0
 県支出金

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

地方債 千円 0 0 0 0 0

務

0 0
 その他 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 一般財源

業

千円 2,140 7,4

施

74 6,642 4,3

策

01 4,901 3,4

の

84 3,484
人件費

位

Ｂ 千円 1,473.1

置

1,592.1 1,5

基

98.1 1,964.

本

1 1,964.1 1,

事

964.1 1,964

業

.1
正職員従事時間×

主

人数 時間×人 132×

管

3 132× 3 132×

課

3 124× 4 124×

名

4 124× 4 124×

課

4
正職員以外の人件費

長

千円 0 119 125 1

名

19 119 119 11

こ

9
その他の費用Ｃ 千円

の

141 142 145 1

事

42 142 142 14

務

2
トータルコストA+

事

B+C 千円 3,754

業

.1 9,208.1 8

の

,385.1 6,40

開

7.1 7,007.1

始

5,590.1 5,5

時

90.1
単位あたりコ

期

スト ① 千円/人 0.1

事

0.2 0.1 0.1 0

務

.1 0.1 0.1
（ﾄ

区

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

分

の対象指標）② 千円/

法

0 0 0 0 0 0 0

1

定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

対象を見直す（拡
その

業

理由
大・縮小）必要は

名

ありませ
■ ない

んか？

N

市民への情報発信は防

o

災に限らず市としての

.

責務であり、事業の目

8

的
事業進展等による環

3

境変化 □ ある
は不変的

防

なものである。
に伴い

災

、目的を見直す（目
そ

情

の理由
的の追加・拡充

報

又は絞込）

必要はあり

発

ませんか？ ■ ない

有
効

信

性

発信ツールを増やす

事

方法もあるが、もっと

業

市民にメール配信の登

２

録をしていた
今以上に

評

事業の成果を向上
だけ

価

るようホームページな

　

どを通じ広報をする。

Ｃ

させる方法を記入して

Ｈ

下さ

い。 内　容
※(3

Ｅ

)の成果指標を向上さ

Ｃ

せる

　ことはできます

Ｋ

か？

目的は達成してい

目

る。
目的達成状況 内　

的

容

□民間への一部委託

妥

□民間への全部委託
市

当

関与の必要性 □指定管

性

理 □補助金・負担金助

こ

成 ■市の直営
内　容

　

の

（実施手法） 情報発信

事

は市の責務であり、市

業

職員が実施することが

の

ふさわしい。

効
率
性

他

必

事業と統合することに

要

より、本事業の成果が

性

十分に得られなくなる

は

恐れがあ
事務事業の統

薄

廃合により、
るため、

れ

単独事業として実施す

て

ることが相応しい。
事

得

業の効率化を図り、成

ら

果
内　容

を向上させる

れ

方法を記入し

て下さい

て

。

市民へのより迅速で

い

より正確な情報発信を

る

促進させていくことを

い

考えると、事
現状より

ま

事業費・人件費を
業費

せ

や人件費の削減は困難

ん

である。
削減する方法

か

を記入して下

さい。（

。

仕様の変更、外部 内　

十

容
委託、従事時間の削

分

減等は

できないか？)

な

公
平
性

直接的な受益者

成

はなし
□ ある □ 現状で

果

適正
受益者負担はあり

が

ますか？

また、受益者

理

負担割合は適 □ ない □

　

検討が必要 内　容
正で

由

すか？
■ 受益者がいな

得

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

ら

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

防災情報メー

れ

ルについては、関心は

て

防災情報メールをＰＲ

い

する。
事業実施上の課

ま

題、住 あるものの、登

す

録者数については伸
民

か

・議会等からの意見 意

？

　見 び悩んでいる。 対

得

応策
と対応策

防災メー

ら

ルの機能強化を行い、

れ

配信 情報発信ツールの

て

維持管理を行う。
R4

い

年度の事業計画は前 変

な

　更
内容、配信対象者

い

を拡大した。
年度から

事

変更・追加は 前年度 ・

業

あるか 追　加

今後の事

進

業・コスト・成果の方

展

向性 今後の事業の方向

等

性、改革・改善案
※今

に

年度からの具体的な事

よ

業の進め方、手段の見

る

直し等、各方向性の内

環

容

　　　　　　　　　

境

■　拡大 災害時におけ

変

る情報伝達手段の多重

化

化を図るためにも
　　

あ

　　　　　　　□　改

る

善 、より多くの市民に

に

登録をしていただける

伴

よう働きか
　　　　　

い

　　　　□　現状維持

、

ける。
　　　　　　　

対

　　□　縮小 雨量、風

象

向・風速の情報の活用

を

方法についても周知し

見

　　　　　　　　　□

直

　統合 ていく必要があ

す

る。
　　　　　　　　

（

　□　完了 雨量、風速

拡

計について５年ごとに

そ

発信器の再検定が必
　

の

　　　　　　　　□　

理

廃止・休止 要になるた

由

め,機器の更新も含め

大

費用対効果を検討し
コ

・

ストの方向性 ていく必

縮

要がある。
　　　　　

小

　　　　↑　増加
成果

）

の方向性
　　　　　　

必

　　　↑　増加

2

要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 83 防災情報発信事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

大規模地震の発生、また近年増加している風水害など、自然
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

災害に対しての発信をすることにより、市民に少しでも安全
いませんか。十分な成果が 理　由

安心を与えるため、この事業は必要である。
得られていますか？ □ 得ら

様

れていない

市民への情

式

報発信は防災に限らず

1

市としての責務であり

-

、環境の変化
事業進展

2

等による環境変化
□ あ

事

る によって対象を見直

務

す必要はない
に伴い、



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 84 非常用設備保守点検事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和58(1983)年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

災害時に備え、非常用井戸の点検や水質検査等の維持 災害時に備え、水の確保を行う必要があるため。
管理を行う。
ＳＤＧｓの取り組み：11、16

災害時用非常用井戸の点検及び整備、水質検査を行った。
R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

対象に変化がないため、継続して実施 名称 単位
① 非常用井戸の整備回数 回

変 化
② 非常用井戸の水質検査回数 回

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指

令

標（対象の大きさを表

和

す指標）

非常用井戸 名

 

称 単位
① 非常用井戸整

4

備箇所数 箇所
②

目的(

年

この事業によって上記

度

対象をどのような状態

（

にしたいのか) (3)

3

成果指標（目的の達成

年

度を示す指標）

非常時

度

の水が確保できる 名称

実

単位
① 非常用井戸修繕

施

箇所数 箇所
②

結果(上

分

位基本事業の意図) (

）

4)結果の成果指標（

事

上位基本事業の成果指

務

標）

災害等から住民を

事

守る 名称 単位
① 非常用

業

井戸使用可能数 箇所
②

目

事務事業の各種指標の

的

実績と見込及び目標

R

評

2年度 R3年度 R3年

価

度 R4年度 R5年度 R

表

6年度 R7年度
指標 

様

＼ 年度 単位
実績値 計

式

画値 実績値 計画値 目標

1

値 目標値 目標値
(1)

-

の ① 回 2 2 2 2 2 2 2

1

活動指標 ② 回 1 1 1 1

記

1 1 1
(2)の ① 箇所

入

17 17 17 17 17

日

17 17
対象指標 ②
(

令

3)の ① 箇所 1 1 1 1

和

1 1 1
成果指標 ②

(4

0

)の結果の ① 箇所 17

4

17 17 17 17 17

年

17
成果指標 ②

予算費

1

目 会計 01 一般会計

2

款 09 項 01 目 04

コ

月

スト 年度 R2年度 R3

0

年度 R3年度 R4年度

2

R5年度 R6年度 R7

日

年度
実績値 計画値 実績

１

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
事業費(決算又

務

は予算額)Ａ 単位 2,

事

211 1,452 1,

業

403 1,455 2,

の

535 1,457 1,

現

457

財
源
内
訳

 国庫

状

支出金 千円 0 0 0 0 0

　

0 0
 県支出金 千円 0

Ｐ

0 0 0 0 0 0
 地方債

Ｌ

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

Ａ

その他 千円 0 0 0 0 0

Ｎ

0 0
 一般財源 千円 2

及

,211 1,452 1

び

,403 1,455 2

Ｄ

,535 1,457 1

Ｏ

,457
人件費Ｂ 千円

事

1,917.4 1,6

務

72.9 1,690.

事

9 1,762.2 1,

業

762.2 1,762

名

.2 1,762.2
正

N

職員従事時間×人数 時

o

間×人 70× 6 59×

.

6 59× 6 54× 7 5

8

4× 7 54× 7 54×

4

7
正職員以外の人件費

非

千円 355 356 37

常

4 356 356 356

用

356
その他の費用Ｃ

設

千円 61 61 62 61

備

61 61 61
トータル

保

コストA+B+C 千円

守

4,189.4 3,1

点

85.9 3,155.

検

9 3,278.2 4,

事

358.2 3,280

業

.2 3,280.2
単

政

位あたりコスト ① 千円

策

/箇所 246.4 18

こ

7.4 185.6 19

の

2.8 256.4 19

事

3 193
（ﾄｰﾀﾙｺ

務

ｽﾄ/(2)の対象指

事

標）② 千円/ 0 0 0 0

業

0 0 0

1

施策
の位置

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

いう目的は見直す必要

業

はない。
事業進展等に

名

よる環境変化 □ ある
に

N

伴い、目的を見直す（

o

目
その理由

的の追加・

.

拡充又は絞込）

必要は

8

ありませんか？ ■ ない

4

有
効
性

現状を維持して

非

いくことが重要である

常

。
今以上に事業の成果

用

を向上

させる方法を記

設

入して下さ

い。 内　容

備

※(3)の成果指標を

保

向上させる

　ことはで

守

きますか？

この事業の

点

目的は達成している。

検

目的達成状況 内　容

□

事

民間への一部委託 □民

業

間への全部委託
市関与

２

の必要性 □指定管理 □

評

補助金・負担金助成 ■

価

市の直営
内　容

　（実

　

施手法） この事業は公

Ｃ

助として市がすべきこ

Ｈ

とであり、市職員が実

Ｅ

施することがふさわ
し

Ｃ

い。

効
率
性

消防施設関

Ｋ

係と統廃合できるかも

目

しれないが、施策体系

的

の性質上、消防と防災

妥

事務事業の統廃合によ

当

り、
は分けているため

性

、統廃合はすべきでは

こ

ない。
事業の効率化を

の

図り、成果
内　容

を向

事

上させる方法を記入し

業

て下さい。

現設備を維

の

持していくのであれば

必

、事業費、人件費の削

要

減は考えられない
現状

性

より事業費・人件費を

は

削減する方法を記入し

薄

て下

さい。（仕様の変

れ

更、外部 内　容
委託、

て

従事時間の削減等は

で

得

きないか？)

公
平
性

直

ら

接的な受益者はなし
□

れ

ある □ 現状で適正
受益

て

者負担はありますか？

い

また、受益者負担割合

る

は適 □ ない □ 検討が必

い

要 内　容
正ですか？

■

ま

受益者がいない

３
改
革

せ

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

ん

非常用井戸のポンプ及

か

び発電機は設 原則は修

。

繕で対応。
事業実施上

十

の課題、住 置から20

分

年以上経過している物

な

が多 修繕不可の場合は

成

更新する。
民・議会等

果

からの意見 意　見 く、

が

不具合が目立つ。 対応

理

策
と対応策

非常用井戸

　

の点検及び整備水質検

由

査 継続して実施するた

得

め、前年度と同
R4年

ら

度の事業計画は前 変　

れ

更
を行った。 様・同規

て

模で実施。
年度から変

い

更・追加は 前年度 ・
あ

ま

るか 追　加

今後の事業

す

・コスト・成果の方向

か

性 今後の事業の方向性

？

、改革・改善案
※今年

得

度からの具体的な事業

ら

の進め方、手段の見直

れ

し等、各方向性の内容

て

　　　　　　　　　□

い

　拡大 緊急用のもので

な

あるため、計画的に井

い

戸のオーバーホ
　　　

事

　　　　　　□　改善

業

ール、自家発電機の交

進

換を行い、現状況を維

展

持してい
　　　　　　

等

　　　■　現状維持 く

に

。
　　　　　　　　　

よ

□　縮小  
　　　　　

る

　　　　□　統合
　　

環

　　　　　　　□　完

境

了
　　　　　　　　　

変

□　廃止・休止
コスト

化

の方向性
　　　　　　

あ

　　　↑　増加
成果の

る

方向性
　　　　　　　

に

　　→　維持

2

伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 84 非常用設備保守点検事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

非常時のため、この事業は必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

 
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

原則非常用井戸の増設は考えていないが、現存している井戸に何かあ
事業進展等による環境変化

■

様

ある った場合、場所に

式

よっては増設を考える

1

必要がある。
に伴い、

-

対象を見直す（拡
その

2

理由
大・縮小）必要は

事

ありませ
□ ない

んか？

務

災害時に住民を守ると



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 85 災害対策用品購入事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成15(2003)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 災害対策基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

災害発生時を想定した応急対策資材や災害対策用備蓄 東海地震や東南海地震等の大規模地震の発生が危惧さ
品、災害用非常食等の整備 れているため、愛知県が想定したみよし市の被害予測
ＳＤＧｓの取り組み：11、13、17 を基に災害対策用品や非常食を整備しておく必要があ

る。

避難者想定人数7,500人に達するまでの3日分の非常食30,000食を目標に定期入替を
R3年度に実施した具体的な 含め購入した。
事業の方法、手順、指標に対す 災害対策用の資機材を購入した。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか

令

(1)活動指標（事務

和

事業の活動量を表す指

 

標）

対象に変化がない

4

ため、継続して実施 名

年

称 単位
① 非常食整備数

度

食
変 化

② 資機材整備

（

品目 種類
内 容

対象(

3

この事業の対象、範囲

年

となる人、物) (2)

度

対象指標（対象の大き

実

さを表す指標）

避難者

施

想定人数 名称 単位
① 避

分

難者想定人数 人
②

目的

）

(この事業によって上

事

記対象をどのような状

務

態にしたいのか) (3

事

)成果指標（目的の達

業

成度を示す指標）

災害

目

対策用品を整備するこ

的

とにより減災を図る 名

評

称 単位
① 非常食充足割

価

合 ％
② 資機材充足割合

表

％

結果(上位基本事業

様

の意図) (4)結果の

式

成果指標（上位基本事

1

業の成果指標）

災害等

-

から住民を守る 名称 単

1

位
① 避難所の耐震化率

記

％
② 非常食整備数 食

事

入

務事業の各種指標の実

日

績と見込及び目標

R2

令

年度 R3年度 R3年度

和

R4年度 R5年度 R6

0

年度 R7年度
指標 ＼

4

 年度 単位
実績値 計画

年

値 実績値 計画値 目標値

1

目標値 目標値
(1)の

2

① 食 30,244 30

月

,244 30,148

0

30,244 30,2

2

44 30,244 30

日

,244
活動指標 ② 種

１

類 134 134 134

事

134 134 134 1

務

34
(2)の ① 人 7,

事

500 7,500 7,

業

500 7,500 7,

の

500 7,500 7,

現

500
対象指標 ②
(3

状

)の ① ％ 100 100

　

100 100 100 1

Ｐ

00 100
成果指標 ②

Ｌ

％ 100 100 100

Ａ

100 100 100 1

Ｎ

00
(4)の結果の ①

及

％ 100 100 100

び

100 100 100 1

Ｄ

00
成果指標 ② 食 30

Ｏ

,244 30,244

事

30,148 30,2

務

44 30,244 30

事

,244 30,244

業

予算費目 会計 01 一

名

般会計 款 09 項 01 目

N

04

コスト 年度 R2年

o

度 R3年度 R3年度 R

.

4年度 R5年度 R6年

8

度 R7年度
実績値 計画

5

値 実績値 計画値 目標値

災

目標値 目標値
事業費(

害

決算又は予算額)Ａ 単

対

位 53,443 26,

策

244 25,752 2

用

48,896 22,1

品

59 90,062 15

購

,450

財
源
内
訳

 国

入

庫支出金 千円 0 0 0 0

事

0 22,000 0
 県

業

支出金 千円 15,78

政

8 0 0 24,900 2

策

64 264 264
 地

こ

方債 千円 0 0 0 80,

の

000 0 0 0
 その他

事

千円 20,954 7,

務

070 7,130 82

事

,509 10,542

業

54,042 4,04

施

2
 一般財源 千円 16

策

,701 19,174

の

18,622 61,4

位

87 11,353 13

置

,756 11,144

基

人件費Ｂ 千円 2,76

本

5 3,649.3 3,

事

689.3 3,842

業

.7 3,842.7 3

主

,842.7 3,84

管

2.7
正職員従事時間

課

×人数 時間×人 120

名

× 5 129× 6 129

課

× 6 118× 7 118

長

× 7 118× 7 118

名

× 7
正職員以外の人件

こ

費 千円 533 770 8

の

10 770 770 77

事

0 770
その他の費用

務

Ｃ 千円 214 162 4

事

15 415 162 16

業

2 162
トータルコス

の

トA+B+C 千円 56

開

,422 30,055

始

.3 29,856.3

時

253,153.7 2

期

6,163.7 94,

事

066.7 19,45

務

4.7
単位あたりコス

区

ト ① 千円/人 7.5 4

分

4 33.8 3.5 12

法

.5 2.6
（ﾄｰﾀﾙ

定

ｺｽﾄ/(2)の対象

受

指標）② 千円/ 0 0 0

託

0 0 0 0

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

守るという大前提があ

業

るため、環境変化に伴

名

った目
事業進展等によ

N

る環境変化 □ ある
的を

o

見直す必要はない。
に

.

伴い、目的を見直す（

8

目
その理由

的の追加・

5

拡充又は絞込）

必要は

災

ありませんか？ ■ ない

害

有
効
性

資機材について

対

、時代のニーズ等があ

策

るため、それに沿うよ

用

うに事業を進めて
今以

品

上に事業の成果を向上

購

いく。
させる方法を記

入

入して下さ

い。 内　容

事

※(3)の成果指標を

業

向上させる

　ことはで

２

きますか？

達成してい

評

る。
目的達成状況 内　

価

容

□民間への一部委託

　

□民間への全部委託
市

Ｃ

関与の必要性 □指定管

Ｈ

理 □補助金・負担金助

Ｅ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｃ

（実施手法） 資機材等

Ｋ

の災害対策用備蓄品な

目

どの整備は市が進めて

的

いくもの。

効
率
性

災害

妥

対策については統廃合

当

、効率化を図ることに

性

より、リスクがある可

こ

能性が
事務事業の統廃

の

合により、
あるため、

事

慎重に事業を進めてい

業

くことが大切である。

の

事業の効率化を図り、

必

成果
内　容  

を向上さ

要

せる方法を記入し

て下

性

さい。

事業費（備蓄品

は

購入）においては災害

薄

想定の見直しや時代の

れ

ニーズに左右され
現状

て

より事業費・人件費を

得

るところがあり、簡単

ら

には削減できない。
削

れ

減する方法を記入して

て

下

さい。（仕様の変更

い

、外部 内　容
委託、従

る

事時間の削減等は

でき

い

ないか？)

公
平
性

全て

ま

の市民が受益者になり

せ

得るため、受益者負担

ん

□ ある □ 現状で適正
受

か

益者負担はありますか

。

？ のない現状で適正で

十

ある。
また、受益者負

分

担割合は適 □ ない □ 検

な

討が必要 内　容
正です

成

か？
■ 受益者がいない

果

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

が

Ｉ
Ｏ
Ｎ

必要資機材を整

理

備しても保管する場 防

　

災倉庫、水防倉庫の配

由

置計画を作
事業実施上

得

の課題、住 所がない。

ら

成し、保管場所（倉庫

れ

）を確保する
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て

等からの意見 意　見 対

い
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と対応策

拠点防

ま

災備蓄倉庫の実施設計

す

を作成 拠点防災備蓄倉

か

庫を建設し、備蓄品
R

？

4年度の事業計画は前

得

変　更
した。 の適切な

ら

保管を行う。
年度から

れ

変更・追加は 前年度 ・

て

あるか 追　加

今後の事

い

業・コスト・成果の方

な

向性 今後の事業の方向

い

性、改革・改善案
※今

事

年度からの具体的な事

業

業の進め方、手段の見

進

直し等、各方向性の内

展

容

　　　　　　　　　

等

■　拡大 被害想定の見

に

直しにあわせ、非常食

よ

などの備蓄数の変
　　

る

　　　　　　　□　改

環

善 更をした。
　　　　

境

　　　　　□　現状維

変

持 災害対策用品の備蓄

化

数の大幅な増加等に対

あ

応するため
　　　　　

る

　　　　□　縮小 、拠

に

点防災備蓄倉庫を建設

伴

し、適切な保管環境を

い

整え
　　　　　　　　

、

　□　統合 る。
　　　

対

　　　　　　□　完了

象

また、備蓄品の分散保

を

管と集約保管を併用し

見

、発災時
　　　　　　

直

　　　□　廃止・休止

す

に計画的に備蓄品を支

（

給する体制を整える。

拡

さらに、
コストの方向

そ

性 ニーズに合った必要

の

資機材の整備を行う必

理

要がある。
　　　　　

由

　　　　↓　減少  
成

大

果の方向性
　　　　　

・

　　　　↑　増加

2

縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 85 災害対策用品購入事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

今後30年以内に70％から80％の確率で大規模地震が起発生す
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

るといわれているため、この事業は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

愛知県などが想定を見直さな

様

い限り、見直す必要は

式

ない。
事業進展等によ

1

る環境変化
□ ある

に伴

-

い、対象を見直す（拡

2

その理由
大・縮小）必

事

要はありませ
■ ない

ん

務

か？

市民の安全安心を



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 86 防災訓練開催運営事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成１３(2001)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 災害対策基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市民の防災意識の高揚を図るため、地区自主防災会（ 平成23(2011)年3月に東日本大震災が発生し、東海・
コミュニティ単位）による防災訓練を実施する。 東南海地震など南海トラフを震源とする大地震の発生
ＳＤＧｓの取り組み：11、17 が危惧されている。

住民の災害発生時における応急対策や、防災に対する
知識を普及させる必要がある。

新型コロナ感染症対策として訓練内容を地区ごとの安否確認訓練とした。
R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (

令

1)活動指標（事務事

和

業の活動量を表す指標

 

）

対象に変化がないた

4

め、継続して実施 名称

年

単位
① 防災訓練に参加

度

した自主防災会 団体
変

（

 化
②

内 容

対象(こ

3

の事業の対象、範囲と

年

なる人、物) (2)対

度

象指標（対象の大きさ

実

を表す指標）

市民 名称

施

単位
① 人口 人
②

目的(

分

この事業によって上記

）

対象をどのような状態

事

にしたいのか) (3)

務

成果指標（目的の達成

事

度を示す指標）

災害に

業

対しての意識の高揚ま

目

た、応急対策を身につ

的

けてもらう 名称 単位
①

評

防災訓練参加者数 人
②

価

結果(上位基本事業の

表

意図) (4)結果の成

様

果指標（上位基本事業

式

の成果指標）

自助、共

1

助を身につける 名称 単

-

位
① 防災訓練実施数（

1

延べ） 回
② 訓練参加者

記

数(安否訓練含む） 人

入

事務事業の各種指標の

日

実績と見込及び目標

R

令

2年度 R3年度 R3年

和

度 R4年度 R5年度 R

0

6年度 R7年度
指標 

4

＼ 年度 単位
実績値 計

年

画値 実績値 計画値 目標

1

値 目標値 目標値
(1)

2

の ① 団体 20 25 17

月

25 25 25 25
活動

0

指標 ②
(2)の ① 人 6

2

1,040 61,23

日

6 61,236 61,

１

218 62,360 6

事

2,620 62,88

務

0
対象指標 ②
(3)の

事

① 人 0 2,000 0 2

業

,000 2,000 2

の

,000 2,000
成

現

果指標 ②
(4)の結果

状

の ① 回 20 25 17 2

　

5 25 25 25
成果指

Ｐ

標 ② 人 6,612 8,

Ｌ

000 3,129 8,

Ａ

000 8,000 8,

Ｎ

000 8,000
予算

及

費目 会計 01 一般会

び

計 款 09 項 01 目 04

Ｄ

コスト 年度 R2年度 R

Ｏ

3年度 R3年度 R4年

事

度 R5年度 R6年度 R

務

7年度
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

業

値 目標値
事業費(決算

名

又は予算額)Ａ 単位 1

N

,336 1,654 1

o

,063 1,736 1

.

,784 1,766 1

8

,766

財
源
内
訳

 国

6

庫支出金 千円 0 0 0 0

防

0 0 0
 県支出金 千円

災

0 0 0 0 0 0 0
 地方

訓

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

練

 その他 千円 0 1 0 1

開

1 1 0
 一般財源 千円

催

1,336 1,653

運

1,063 1,735

営

1,783 1,765

事

1,766
人件費Ｂ 千

業

円 3,331 3,27

政

2 3,288 3,64

策

4 3,644 3,64

こ

4 3,644
正職員従

の

事時間×人数 時間×人

事

200× 4 200× 4

務

200× 4 180× 5

事

180× 5 180× 5

業

180× 5
正職員以外

施

の人件費 千円 355 2

策

96 312 296 29

の

6 296 296
その他

位

の費用Ｃ 千円 101 2

置

02 208 202 20

基

2 202 202
トータ

本

ルコストA+B+C 千

事

円 4,768 5,12

業

8 4,559 5,58

主

2 5,630 5,61

管

2 5,612
単位あた

課

りコスト ① 千円/人 0

名

.1 0.1 0.1 0.

課

1 0.1 0.1 0.1

長

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

名

2)の対象指標）② 千

こ

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

の事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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災
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訓
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向上させる
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十分達成し

催

ている。
目的達成状況

運

内　容

□民間への一部
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委託 □民間への全部委

事

託
市関与の必要性 □指

業
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容
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主導し、事業を行うべ
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効
率
性

何事に
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おいても準備は必要で

Ｈ

あり、準備＝訓練であ

Ｅ

るので、統廃合するよ

Ｃ

り、
事務事業の統廃合

Ｋ

により、
現状の事業を

目

進めた方がよい。
事業

的

の効率化を図り、成果

妥

内　容
を向上させる方

当

法を記入し

て下さい。

性

削減より、増加させる

こ

でべきである。
現状よ

の

り事業費・人件費を

削

事

減する方法を記入して

業

下

さい。（仕様の変更

の

、外部 内　容
委託、従

必

事時間の削減等は

でき

要

ないか？)

公
平
性

全て

性

の市民が受益者になり

は

得るため、直接的な受

薄

□ ある □ 現状で適正
受

れ

益者負担はありますか

て

？ 益者はなし
また、受

得

益者負担割合は適 □ な

ら

い □ 検討が必要 内　容

れ

正ですか？
■ 受益者が

て

いない

３
改
革
改
善
案
　

い

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

防災訓練

る

の在り方が問われてい

い

る。 合同訓練だけでな

ま

く、コミュニティ
事業

せ

実施上の課題、住 単位

ん

の訓練にも積極的に絡

か

んでいく
民・議会等か

。

らの意見 意　見 対応策

十

。
と対応策

行政区単位

分

で防災訓練として安否

な

確 コロナ禍に対応した

成

防災訓練を実施
R4年

果

度の事業計画は前 変　

が

更
認訓練を実施した。

理

。
年度から変更・追加

　

は 前年度 ・
あるか 追　

由

加

今後の事業・コスト

得

・成果の方向性 今後の

ら

事業の方向性、改革・

れ

改善案
※今年度からの

て

具体的な事業の進め方

い

、手段の見直し等、各

ま

方向性の内容

　　　　

す

　　　　　□　拡大 地

か

域の防災意識を高める

？

よう、自主防災会に働

得

きかけ
　　　　　　　

ら

　　□　改善 、訓練参

れ

加者の増大を図ってい

て

く。
　　　　　　　　

い

　■　現状維持 また、

な

小学校が避難所となる

い

ことから、コミュニテ

事

ィ
　　　　　　　　　

業

□　縮小 単位で連携し

進

ての自主防災訓練を推

展

奨していく。
　　　　

等

　　　　　□　統合 訓

に

練の実施に当たっては

よ

新型コロナウイルス感

る

染症に
　　　　　　　

環

　　□　完了 対応した

境

内容を検討する。
　　

変

　　　　　　　□　廃

化

止・休止 また、実災害

あ

を想定した避難訓練の

る

開催を検討してい
コス

に

トの方向性 く。
　　　

伴

　　　　　　→　維持

い

成果の方向性
　　　　

、

　　　　　→　維持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 86 防災訓練開催運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

住民の意識が高まってきており、成果は得られている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

大規模災害時には自助、共助が最も大切であり、対象を見直す必要は
事業進展等による環

様

境変化
□ ある ない。

に

式

伴い、対象を見直す（

1

拡
その理由

大・縮小）

-

必要はありませ
■ ない

2

んか？

見直す必要はな

事

い。
事業進展等による

務

環境変化 □ ある
に伴い



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 87 防災ボランティアコーディネーター育成事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成１７(2005)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 災害対策基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

大災害発生時における災害ボランティアの受け入れや 大規模な災害が発生した場合には「みよし市ボランテ
被災者とボランティアの調整を行うことのできる「ボ ィア支援本部」を開設し、全国から駆けつける災害ボ
ランティアコーディネーター」を確保するための講座 ランティアの受け入れと支援活動を紹介し、被災住民
の開催 に対する支援を円滑に行えるようにする必要がある
ＳＤＧｓの取り組み：11、13、17

新型コロナウイルス感染症対策のため、防災ボランティアコーディネーター養成講
R3年度

令

に実施した具体的な 座

和

は中止した。
事業の方

 

法、手順、指標に対す

4

る成果等

事務事業を取

年

り巻く状況は過去と比

度

べ変化しているか (1

（

)活動指標（事務事業

3

の活動量を表す指標）

年

対象に変化がないため

度

、継続して実施 名称 単

実

位
① 養成講座の回数 回

施

変 化
②

内 容

対象(

分

この事業の対象、範囲

）

となる人、物) (2)

事

対象指標（対象の大き

務

さを表す指標）

市民 名

事

称 単位
① 人口 人
②

目的

業

(この事業によって上

目

記対象をどのような状

的

態にしたいのか) (3

評

)成果指標（目的の達

価

成度を示す指標）

災害

表

発生時におけるボラン

様

ティアの受け入れや調

式

整を行うコーデ 名称 単

1

位
ィネーターを確保す

-

る ① コーディネーター

1

の必要数 人
②

結果(上

記

位基本事業の意図) (

入

4)結果の成果指標（

日

上位基本事業の成果指

令

標）

自分たちの地域は

和

自分たちで守ってもら

0

う 名称 単位
① コーディ

4

ネーター登録者数 人
②

年

事務事業の各種指標の

1

実績と見込及び目標

R

2

2年度 R3年度 R3年

月

度 R4年度 R5年度 R

0

6年度 R7年度
指標 

2

＼ 年度 単位
実績値 計

日

画値 実績値 計画値 目標

１

値 目標値 目標値
(1)

事

の ① 回 0 1 0 1 1 1 1

務

活動指標 ②
(2)の ①

事

人 61,040 61,

業

236 61,236 6

の

1,218 62,36

現

0 62,620 62,

状

880
対象指標 ②
(3

　

)の ① 人 180 180

Ｐ

180 180 180 1

Ｌ

80 180
成果指標 ②

Ａ

(4)の結果の ① 人 1

Ｎ

36 155 135 14

及

0 145 150 155

び

成果指標 ②
予算費目 会

Ｄ

計 01 一般会計 款 0

Ｏ

9 項 01 目 04

コスト

事

年度 R2年度 R3年度

務

R3年度 R4年度 R5

事

年度 R6年度 R7年度

業

実績値 計画値 実績値 計

名

画値 目標値 目標値 目標

N

値
事業費(決算又は予

o

算額)Ａ 単位 0 34 1

.

0 24 0 0 0

財
源
内
訳

8

 国庫支出金 千円 0 0

7

0 0 0 0 0
 県支出金

防

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

災

地方債 千円 0 0 0 0 0

ボ

0 0
 その他 千円 0 0

ラ

0 0 0 0 0
 一般財源

ン

千円 0 34 10 24 0

テ

0 0
人件費Ｂ 千円 65

ィ

0.5 959.2 84

ア

3.2 1,029.2

コ

1,029.2 1,0

ー

29.2 1,029.

デ

2
正職員従事時間×人

ィ

数 時間×人 53× 3 7

ネ

0× 3 70× 3 65×

ー

4 65× 4 65× 4 6

タ

5× 4
正職員以外の人

ー

件費 千円 59 178 6

育

2 62 62 62 62
そ

成

の他の費用Ｃ 千円 61

事

61 62 61 61 61

業

61
トータルコストA

政

+B+C 千円 711.

策

5 1,054.2 91

こ

5.2 1,114.2

の

1,090.2 1,0

事

90.2 1,090.

務

2
単位あたりコスト ①

事

千円/人 0 0 0 0 0 0

業

0
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

施

(2)の対象指標）②

策

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

の

1

位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

することは、市民への

業

安全安心につながり、

名

目的を見直
事業進展等

N

による環境変化 □ ある

o

す必要はない。
に伴い

.

、目的を見直す（目
そ

8

の理由
的の追加・拡充

7

又は絞込）

必要はあり

防

ませんか？ ■ ない

有
効

災

性

必要数に近づけるよ

ボ

う広報活動を行う。
今

ラ

以上に事業の成果を向

ン

上

させる方法を記入し

テ

て下さ

い。 内　容
※(

ィ

3)の成果指標を向上

ア

させる

　ことはできま

コ

すか？

達成まであと少

ー

しである。
目的達成状

デ

況 内　容

□民間への一

ィ

部委託 □民間への全部

ネ

委託
市関与の必要性 □

ー

指定管理 □補助金・負

タ

担金助成 ■市の直営
内

ー

　容
　（実施手法） 市

育

が講座を実施している

成

が、本来ボランティア

事

は社会福祉協議会の職

業

務である
ため、今後社

２

会福祉協議会に講座の

評

開催をお願いしていく

価

。

効
率
性

ボランティア

　

コーディネーターの重

Ｃ

要性を広報する場を作

Ｈ

る。
事務事業の統廃合

Ｅ

により、

事業の効率化

Ｃ

を図り、成果
内　容

を

Ｋ

向上させる方法を記入

目

し

て下さい。

事業費は

的

これ以上削減できない

妥

。
現状より事業費・人

当

件費を

削減する方法を

性

記入して下

さい。（仕

こ

様の変更、外部 内　容

の

委託、従事時間の削減

事

等は

できないか？)

公

業

平
性

市で養成し、市に

の

登録いただき、災害時

必

に活動し
□ ある ■ 現状

要

で適正
受益者負担はあ

性

りますか？ ていただく

は

ため、受益者負担はそ

薄

ぐわない。
また、受益

れ

者負担割合は適 ■ ない

て

□ 検討が必要 内　容
正

得

ですか？
□ 受益者がい

ら

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

れ

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

受講者が年

て

々減っている。 更なる

い

講座の周知を行う。
事

る

業実施上の課題、住
民

い

・議会等からの意見 意

ま

　見 対応策
と対応策

新

せ

型コロナウイルス感染

ん

拡大防止の 新型コロナ

か

ウイルス感染症対策を

。

講
R4年度の事業計画

十

は前 変　更
ため、防災

分

ボランティアコーディ

な

ネ じ、開催する。
年度

成

から変更・追加は 前年

果

度 ・
ーター養成講座は

が

中止した
あるか 追　加

理

今後の事業・コスト・

　

成果の方向性 今後の事

由

業の方向性、改革・改

得

善案
※今年度からの具

ら

体的な事業の進め方、

れ

手段の見直し等、各方

て

向性の内容

　　　　　

い

　　　　□　拡大 ボラ

ま

ンティア支援本部の運

す

営については、みよし

か

市の
　　　　　　　　

？

　□　改善 地理や習慣

得

を熟知している地元住

ら

民が最適とされるた
　

れ

　　　　　　　　■　

て

現状維持 め、今後もコ

い

ーディネーターの養成

な

に努め、人材確保
　　

い

　　　　　　　□　縮

事

小 に努める。
　　　　

業

　　　　　□　統合 数

進

年後には、ボランティ

展

アの所管である社会福

等

祉協議
　　　　　　　

に

　　□　完了 会で講座

よ

の開催ができるよう調

る

整していく。
　　　　

環

　　　　　□　廃止・

境

休止
コストの方向性
　

変

　　　　　　　　↓　

化

減少
成果の方向性
　　

あ

　　　　　　　→　維

る

持

2

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 87 防災ボランティアコーディネーター育成事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

災害時にコーディネーターは必要なため、事業の必要性はあ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

災害時に最も関係があるのは市民の

様

ため、対象を見直す必

式

要はない。
事業進展等

1

による環境変化
□ ある

-

に伴い、対象を見直す

2

（拡
その理由

大・縮小

事

）必要はありませ
■ な

務

い
んか？

必要数を確保



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 88 家具等転倒防止対策事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成１７(2005)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし（家具転倒防止器具取付事業実施要綱）

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

大規模な地震の発生が危惧される中、災害時要配慮者 65歳以上の高齢者構成世帯、重度障がい者のいる世帯
に対して、家具等の転倒による事故を事前に防止する 、母子家庭を対象に、申請により家具等の固定作業を
。 行う。転倒防止器具を防災安全課が購入し、取付作業
ＳＤＧｓの取り組み：11、13 をシルバー人材センターに委託している。

対象世帯からの申請により、家具等転倒防止器具を４点まで無料で設置した。
R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く

令

状況は過去と比べ変化

和

しているか (1)活動

 

指標（事務事業の活動

4

量を表す指標）

対象に

年

変化がないため、継続

度

して実施 名称 単位
① 家

（

具等転倒防止器具新規

3

設置世帯 件
変 化

②
内

年

 容

対象(この事業の

度

対象、範囲となる人、

実

物) (2)対象指標（

施

対象の大きさを表す指

分

標）

市内災害時要配慮

）

者 名称 単位
① 災害時要

事

配慮者世帯 世帯
②

目的

務

(この事業によって上

事

記対象をどのような状

業

態にしたいのか) (3

目

)成果指標（目的の達

的

成度を示す指標）

災害

評

時の被害を軽減させる

価

名称 単位
① 家具等転倒

表

防止器具取付世帯（計

様

） 件
②

結果(上位基本

式

事業の意図) (4)結

1

果の成果指標（上位基

-

本事業の成果指標）

災

1

害等から住民を守る 名

記

称 単位
① 家具等転倒防

入

止器具実施世帯数(年

日

） 件
②

事務事業の各種

令

指標の実績と見込及び

和

目標

R2年度 R3年度

0

R3年度 R4年度 R5

4

年度 R6年度 R7年度

年

指標 ＼ 年度 単位
実

1

績値 計画値 実績値 計画

2

値 目標値 目標値 目標値

月

(1)の ① 件 6 20 1

0

4 20 20 20 20
活

2

動指標 ②
(2)の ① 世

日

帯 806 890 853

１

900 910 920 9

事

30
対象指標 ②
(3)

務

の ① 件 375 409 3

事

89 409 429 44

業

9 469
成果指標 ②

(

の

4)の結果の ① 件 6 2

現

0 14 20 20 20 2

状

0
成果指標 ②

予算費目

　

会計 01 一般会計 款

Ｐ

09 項 01 目 04

コス

Ｌ

ト 年度 R2年度 R3年

Ａ

度 R3年度 R4年度 R

Ｎ

5年度 R6年度 R7年

及

度
実績値 計画値 実績値

び

計画値 目標値 目標値 目

Ｄ

標値
事業費(決算又は

Ｏ

予算額)Ａ 単位 108

事

509 242 314 2

務

89 289 289

財
源

事

内
訳

 国庫支出金 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 県支

名

出金 千円 11 71 58

N

38 30 30 30
 地

o

方債 千円 0 0 0 0 0 0

.

0
 その他 千円 0 0 0

8

0 0 0 0
 一般財源 千

8

円 97 438 184 2

家

76 259 259 25

具

9
人件費Ｂ 千円 372

等

695.2 720.2

転

900.2 900.2

倒

900.2 900.2

防

正職員従事時間×人数

止

時間×人 50× 2 80

対

× 2 80× 2 70× 3

策

70× 3 70× 3 70

事

× 3
正職員以外の人件

業

費 千円 0 100 125

政

119 119 119 1

策

19
その他の費用Ｃ 千

こ

円 40 20 42 41 4

の

1 41 41
トータルコ

事

ストA+B+C 千円 5

務

20 1,224.2 1

事

,004.2 1,25

業

5.2 1,230.2

施

1,230.2 1,2

策

30.2
単位あたりコ

の

スト ① 千円/世帯 0.

位

6 1.4 1.2 1.4

置

1.4 1.3 1.3
（

基

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

本

)の対象指標）② 千円

事

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

はありませ
■ ない

んか

業

？

目的を見直す必要は

名

ない。
事業進展等によ

N

る環境変化 □ ある
に伴

o

い、目的を見直す（目

.

その理由
的の追加・拡

8

充又は絞込）

必要はあ

8

りませんか？ ■ ない

有

家

効
性

広く広報活動が行

具

う。
今以上に事業の成

等

果を向上

させる方法を

転

記入して下さ

い。 内　

倒

容
※(3)の成果指標

防

を向上させる

　ことは

止

できますか？

概ね達成

対

している。
目的達成状

策

況 内　容

■民間への一

事

部委託 □民間への全部

業

委託
市関与の必要性 □

２

指定管理 □補助金・負

評

担金助成 □市の直営
内

価

　容
　（実施手法） シ

　

ルバー人材センターが

Ｃ

取付業務を行っている

Ｈ

。

効
率
性

これ以上の効

Ｅ

率化は図れない。
事務

Ｃ

事業の統廃合により、

Ｋ

事業の効率化を図り、

目

成果
内　容

を向上させ

的

る方法を記入し

て下さ

妥

い。

消耗品費（取付資

当

機材）とシルバー人材

性

センターへの委託費し

こ

かないため、削
現状よ

の

り事業費・人件費を
減

事

はできない。
削減する

業

方法を記入して下

さい

の

。（仕様の変更、外部

必

内　容
委託、従事時間

要

の削減等は

できないか

性

？)

公
平
性

市の施策と

は

して行っているため、

薄

受益者負担はそ
□ ある

れ

■ 現状で適正
受益者負

て

担はありますか？ ぐわ

得

ない。
また、受益者負

ら

担割合は適 ■ ない □ 検

れ

討が必要 内　容
正です

て

か？
□ 受益者がいない

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

る

Ｉ
Ｏ
Ｎ

災害時の家具転

い

倒防止対策への関心 更

ま

なる啓発を行う。
事業

せ

実施上の課題、住 が弱

ん

まっている。
民・議会

か

等からの意見 意　見 対

。

応策
と対応策

対象世帯

十

からの申請により、家

分

具転 継続して実施する

な

ため、前年度と同
R4

成

年度の事業計画は前 変

果

　更
倒防止器具を４点

が

まで無料で設置し 様・

理

同規模で実施。
年度か

　

ら変更・追加は 前年度

由

・
た。

あるか 追　加

今

得

後の事業・コスト・成

ら

果の方向性 今後の事業

れ

の方向性、改革・改善

て

案
※今年度からの具体

い

的な事業の進め方、手

ま

段の見直し等、各方向

す

性の内容

　　　　　　

か

　　　□　拡大 現状維

？

持とする。
　　　　　

得

　　　　□　改善
　　

ら

　　　　　　　■　現

れ

状維持
　　　　　　　

て

　　□　縮小
　　　　

い

　　　　　□　統合
　

な

　　　　　　　　□　

い

完了
　　　　　　　　

事

　□　廃止・休止
コス

業

トの方向性
　　　　　

進

　　　　→　維持
成果

展

の方向性
　　　　　　

等

　　　→　維持

2

による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 88 家具等転倒防止対策事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

30年以内に70～80％の確率で大規模地震が発生されると言わ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

れており、阪神淡路大震災時には家具等の転倒等が原因の圧
いませんか。十分な成果が 理　由

死、窒息死が多く、この事業を進めることは必要で

様

ある。
得られています

式

か？ □ 得られていない

1

対象を見直す必要はな

-

い。
事業進展等による

2

環境変化
□ ある

に伴い

事

、対象を見直す（拡
そ

務

の理由
大・縮小）必要



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 89 防災意識普及啓発事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成１８(2006)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

東海地震や東南海地震の発生が危惧される中で、市民 行政による災害対策には限界があるため、市民自らが
の防災への関心はまだまだ低い。 、自分の身は自分で守る、自分たちの地域は自分たち
そのため、防災マップの作成、防災講演会、防災リー で守るという意識を持ち、地域の防災力を高める必要
ダー養成講座を開催し、市民自らが自分の身は自分で があるが、まだその意識は低い。そのため更なる啓発
守る意識を高めるための啓発を行う。 が必要である。
毎年度およそ2,000世帯の増加が見込まれるため防災
マップを増刷する。
ＳＤＧｓの取り組み：

令

10、11、17

防災

和

マップの増刷を行った

 

。
R3年度に実施した

4

具体的な 洪水ハザード

年

マップデータの作成を

度

行った。
事業の方法、

（

手順、指標に対す
る成

3

果等

事務事業を取り巻

年

く状況は過去と比べ変

度

化しているか (1)活

実

動指標（事務事業の活

施

動量を表す指標）

対象

分

に変化がないため、継

）

続して実施 名称 単位
①

事

防災マップ作成部数 部

務

変 化
②

内 容

対象(

事

この事業の対象、範囲

業

となる人、物) (2)

目

対象指標（対象の大き

的

さを表す指標）

市民 名

評

称 単位
① 人口 人
②

目的

価

(この事業によって上

表

記対象をどのような状

様

態にしたいのか) (3

式

)成果指標（目的の達

1

成度を示す指標）

避難

-

場所等を把握してもら

1

う 名称 単位
① 避難所・

記

避難場所数 箇所
②

結果

入

(上位基本事業の意図

日

) (4)結果の成果指

令

標（上位基本事業の成

和

果指標）

生命と財産を

0

守る 名称 単位
① 防災マ

4

ップ配布数 部
②

事務事

年

業の各種指標の実績と

1

見込及び目標

R2年度

2

R3年度 R3年度 R4

月

年度 R5年度 R6年度

0

R7年度
指標 ＼ 年

2

度 単位
実績値 計画値 実

日

績値 計画値 目標値 目標

１

値 目標値
(1)の ① 部

事

2,500 2,000

務

2,500 2,000

事

2,000 2,000

業

2,000
活動指標 ②

の

(2)の ① 人 61,0

現

40 61,236 61

状

,236 61,218

　

62,360 62,6

Ｐ

20 62,880
対象

Ｌ

指標 ②
(3)の ① 箇所

Ａ

86 81 86 86 86

Ｎ

86 86
成果指標 ②

(

及

4)の結果の ① 部 2,

び

000 2,000 2,

Ｄ

000 2,000 2,

Ｏ

000 2,000 2,

事

000
成果指標 ②

予算

務

費目 会計 01 一般会

事

計 款 09 項 01 目 04

業

コスト 年度 R2年度 R

名

3年度 R3年度 R4年

N

度 R5年度 R6年度 R

o

7年度
実績値 計画値 実

.

績値 計画値 目標値 目標

8

値 目標値
事業費(決算

9

又は予算額)Ａ 単位 1

防

,267 2,091 2

災

2,844 1,915

意

1,995 1,995

識

1,995

財
源
内
訳

 

普

国庫支出金 千円 0 0 8

及

,000 0 0 0 0
 県

啓

支出金 千円 341 34

発

3 341 343 0 0 0

事

 地方債 千円 0 0 0 0

業

0 0 0
 その他 千円 0

政

0 0 0 0 0 0
 一般財

策

源 千円 926 1,74

こ

8 14,503 1,5

の

72 1,995 1,9

事

95 1,995
人件費

務

Ｂ 千円 2,082.1

事

3,316.6 3,1

業

50.6 3,138.

施

6 3,138.6 3,

策

138.6 3,138

の

.6
正職員従事時間×

位

人数 時間×人 124×

置

4 156× 5 156×

基

5 156× 5 156×

本

5 156× 5 156×

事

5
正職員以外の人件費

業

千円 237 415 24

主

9 237 237 237

管

237
その他の費用Ｃ

課

千円 0 303 312 3

名

12 312 312 31

課

2
トータルコストA+

長

B+C 千円 3,349

名

.1 5,710.6 2

こ

6,306.6 5,3

の

65.6 5,445.

事

6 5,445.6 5,

務

445.6
単位あたり

事

コスト ① 千円/人 0.

業

1 0.1 0.4 0.1

の

0.1 0.1 0.1
（

開

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

始

)の対象指標）② 千円

時

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ありませ
■ ない

んか？

業

環境の変化による見直

名

しは必要ない。
事業進

N

展等による環境変化 □

o

ある
に伴い、目的を見

.

直す（目
その理由

的の

8

追加・拡充又は絞込）

9

必要はありませんか？

防

■ ない

有
効
性

民間で避

災

難所等として使用可能

意

な施設があれば、お声

識

かけをする。
今以上に

普

事業の成果を向上

させ

及

る方法を記入して下さ

啓

い。 内　容
※(3)の

発

成果指標を向上させる

事

　ことはできますか？

業

概ね達成している。
目

２

的達成状況 内　容

□民

評

間への一部委託 □民間

価

への全部委託
市関与の

　

必要性 □指定管理 □補

Ｃ

助金・負担金助成 ■市

Ｈ

の直営
内　容

　（実施

Ｅ

手法） 災害対策におけ

Ｃ

る避難所などの特性を

Ｋ

考えると市職員が事業

目

を実施することが
ふさ

的

わしい

効
率
性

他の災害

妥

対策事業と統廃合した

当

場合、事業を実施して

性

いくうえで煩雑になる

こ

お
事務事業の統廃合に

の

より、
それがあるため

事

、統廃合は行わない方

業

がよい。
事業の効率化

の

を図り、成果
内　容

を

必

向上させる方法を記入

要

し

て下さい。

防災マッ

性

プについては毎年少し

は

加除しているが、加除

薄

を2年に1度にするこ

れ

とに
現状より事業費・

て

人件費を
より、事業費

得

が若干抑えられる。
削

ら

減する方法を記入して

れ

下

さい。（仕様の変更

て

、外部 内　容
委託、従

い

事時間の削減等は

でき

る

ないか？)

公
平
性

直接

い

的な受益者はなし
□ あ

ま

る □ 現状で適正
受益者

せ

負担はありますか？

ま

ん

た、受益者負担割合は

か

適 □ ない □ 検討が必要

。

内　容
正ですか？

■ 受

十

益者がいない

３
改
革
改

分

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

防

な

災講演会の来場者が少

成

ない。 防災講演会につ

果

いて今以上に参加（
事

が

業実施上の課題、住 マ

理

ップの改正の時期。 来

　

場）の呼びかけをする

由

。
民・議会等からの意

得

見 意　見 対応策 県の見

ら

直すタイミングで新た

れ

なマッ
と対応策 プを作

て

成する。

洪水、内水ハ

い

ザードマップデータを

ま

洪水、内水ハザードマ

す

ップ全戸配付
R4年度

か

の事業計画は前 変　更

？

作成した。 を行う。
年

得

度から変更・追加は 前

ら

年度 ・
あるか 追　加

今

れ

後の事業・コスト・成

て

果の方向性 今後の事業

い

の方向性、改革・改善

な

案
※今年度からの具体

い

的な事業の進め方、手

事

段の見直し等、各方向

業

性の内容

　　　　　　

進

　　　□　拡大 防災に

展

関心がなく、市の啓発

等

活動にも関心を示さな

に

い
　　　　　　　　　

よ

□　改善 市民に対して

る

防災意識を高める方法

環

を探す必要がある
　　

境

　　　　　　　■　現

変

状維持 。
　　　　　　

化

　　　□　縮小  
　　

あ

　　　　　　　□　統

る

合
　　　　　　　　　

に

□　完了
　　　　　　

伴

　　　□　廃止・休止

い

コストの方向性
　　　

、

　　　　　　→　維持

対

成果の方向性
　　　　

象

　　　　　→　維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 89 防災意識普及啓発事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

防災マップを配布することにより、市民の防災意識の高揚ま
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

た大規模災害に対する危機感を持ってもらうことができ、十
いませんか。十分な成果が 理　由

分な成果が得られていると考える。
得られていますか？ □ 得ら

様

れていない

市民が対象

式

のため、環境の変化に

1

よる見直しは必要ない

-

。
事業進展等による環

2

境変化
□ ある

に伴い、

事

対象を見直す（拡
その

務

理由
大・縮小）必要は



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月02日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 90 防災行政無線通信施設運営管理事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 防災・減災

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和６３(1988)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 根拠法令なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

災害時に住民に対し、速やかに災害情報を伝え、住民 災害時に住民に対して速やかに災害情報を伝え、安全
の安全確保を図る。また、移動系無線機により非常配 確保を図る必要があるため。
備班や消防団等の災害応急活動を円滑に行う。
ＳＤＧｓの取り組み：11、13、16、17

防災行政無線の維持管理、運用をした。
R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

対象に変化がないため、継続して

令

実施 名称 単位
① 屋外子

和

局数 箇所
変 化

② 移動

 

局数 局
内 容

対象(こ

4

の事業の対象、範囲と

年

なる人、物) (2)対

度

象指標（対象の大きさ

（

を表す指標）

市民 名称

3

単位
① 人口 人
②

目的(

年

この事業によって上記

度

対象をどのような状態

実

にしたいのか) (3)

施

成果指標（目的の達成

分

度を示す指標）

災害な

）

どの市民に有益な情報

事

が正確に速やかに伝え

務

られる 名称 単位
① 防災

事

ラジオ販売数（年） 台

業

② 無線試験回数 回

結果

目

(上位基本事業の意図

的

) (4)結果の成果指

評

標（上位基本事業の成

価

果指標）

災害などから

表

市民を守る 名称 単位
①

様

防災情報メール配信数

式

回
② 防災ラジオ販売数

1

（累計） 台

事務事業の

-

各種指標の実績と見込

1

及び目標

R2年度 R3

記

年度 R3年度 R4年度

入

R5年度 R6年度 R7

日

年度
指標 ＼ 年度 単

令

位
実績値 計画値 実績値

和

計画値 目標値 目標値 目

0

標値
(1)の ① 箇所 5

4

6 56 56 57 57 5

年

7 57
活動指標 ② 局 7

1

5 75 75 75 75 7

2

5 75
(2)の ① 人 6

月

1,040 61,23

0

6 61,236 61,

2

218 62,360 6

日

2,620 62,88

１

0
対象指標 ②
(3)の

事

① 台 164 100 0 0

務

0 0 0
成果指標 ② 回 1

事

6 18 16 16 16 1

業

6
(4)の結果の ① 回

の

2 5 32 35 35 35

現

35
成果指標 ② 台 2,

状

019 2,125 2,

　

019 2,019 2,

Ｐ

019 2,019 2,

Ｌ

019
予算費目 会計 0

Ａ

1 一般会計 款 09 項

Ｎ

01 目 04

コスト 年度

及

R2年度 R3年度 R3

び

年度 R4年度 R5年度

Ｄ

R6年度 R7年度
実績

Ｏ

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
事

務

業費(決算又は予算額

事

)Ａ 単位 35,605

業

23,444 29,5

名

34 24,999 13

N

,189 30,336

o

12,749

財
源
内
訳

.

 国庫支出金 千円 0 0

9

0 0 0 0 0
 県支出金

0

千円 548 0 0 0 0 0

防

0
 地方債 千円 0 0 0

災

0 0 0 0
 その他 千円

行

1,489 1,000

政

1,000 1,000

無

1,000 1,000

線

1,000
 一般財源

通

千円 33,568 22

信

,444 28,534

施

23,999 12,1

設

89 29,336 11

運

,749
人件費Ｂ 千円

営

3,108.3 3,2

管

23.6 3,045.

理

6 3,045.6 3,

事

045.6 3,045

業

.6 3,045.6
正

政

職員従事時間×人数 時

策

間×人 189× 4 15

こ

1× 5 151× 5 15

の

1× 5 151× 5 15

事

1× 5 151× 5
正職

務

員以外の人件費 千円 2

事

96 415 237 23

業

7 237 237 237

施

その他の費用Ｃ 千円 2

策

83 243 249 24

の

3 243 243 243

位

トータルコストA+B

置

+C 千円 38,996

基

.3 26,910.6

本

32,828.6 28

事

,287.6 16,4

業

77.6 33,624

主

.6 16,037.6

管

単位あたりコスト ① 千

課

円/人 0.6 0.4 0

名

.5 0.5 0.3 0.

課

5 0.3
（ﾄｰﾀﾙｺ

長

ｽﾄ/(2)の対象指

名

標）② 千円/ 0 0 0 0

こ

0 0 0

1

の事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

に届けるための手段の

業

ため、見直す必要は
事

名

業進展等による環境変

N

化 □ ある
ない。

に伴い

o

、目的を見直す（目
そ

.

の理由
的の追加・拡充

9

又は絞込）

必要はあり

0

ませんか？ ■ ない

有
効

防

性

試験放送を増やし、

災

同報系無線の音達状況

行

の確認等を行う。
今以

政

上に事業の成果を向上

無

させる方法を記入して

線

下さ

い。 内　容
※(3

通

)の成果指標を向上さ

信

せる

　ことはできます

施

か？

概ね達成している

設

。
目的達成状況 内　容

運

□民間への一部委託 □

営

民間への全部委託
市関

管

与の必要性 □指定管理

理

□補助金・負担金助成

事

■市の直営
内　容

　（

業

実施手法） 災害時に正

２

確な情報を市民に届け

評

るのは公助の部分であ

価

るため、市が積極的に

　

実施していく。

効
率
性

Ｃ

統廃合により成果を向

Ｈ

上させられる事業では

Ｅ

ない。
事務事業の統廃

Ｃ

合により、

事業の効率

Ｋ

化を図り、成果
内　容

目

を向上させる方法を記

的

入し

て下さい。

現状よ

妥

り人件費、事業費の削

当

減はできない。
現状よ

性

り事業費・人件費を

削

こ

減する方法を記入して

の

下

さい。（仕様の変更

事

、外部 内　容
委託、従

業

事時間の削減等は

でき

の

ないか？)

公
平
性

防災

必

ラジオについては1台

要

あたり3,000円の

性

負担を
■ ある ■ 現状で

は

適正
受益者負担はあり

薄

ますか？ いただいてい

れ

る。
また、受益者負担

て

割合は適 □ ない □ 検討

得

が必要 内　容
正ですか

ら

？
□ 受益者がいない

３

れ

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

て

Ｏ
Ｎ

防災行政無線（同

い

報系）の聞こえな その

る

都度調査し、増設を検

い

討する。
事業実施上の

ま

課題、住 い地域がある

せ

。
民・議会等からの意

ん

見 意　見 対応策
と対応

か

策

防災行政無線の適正

。

管理を行った 福田行政

十

区の防災行政無線（同

分

報系
R4年度の事業計

な

画は前 変　更
）の聞こ

成

えない地域対策として

果

防災
年度から変更・追

が

加は 前年度 ・
行政無線

理

を増設する。
あるか 追

　

　加

今後の事業・コス

由

ト・成果の方向性 今後

得

の事業の方向性、改革

ら

・改善案
※今年度から

れ

の具体的な事業の進め

て

方、手段の見直し等、

い

各方向性の内容

　　　

ま

　　　　　　□　拡大

す

防災行政無線のデジタ

か

ル化については、平成

？

26(2014)
　　

得

　　　　　　　□　改

ら

善 年度に調査設計を行

れ

い、平成27(201

て

5)年度に導入した
　

い

　　　　　　　　■　

な

現状維持 。
　　　　　

い

　　　　□　縮小 また

事

、放送の聞こえにくい

業

世帯に対して、屋外子

進

局の
　　　　　　　　

展

　□　統合 増設の検討

等

を行っていく。
　　　

に

　　　　　　□　完了

よ

　　　　　　　　　□

る

　廃止・休止
コストの

環

方向性
　　　　　　　

境

　　↓　減少
成果の方

変

向性
　　　　　　　　

化

　↑　増加

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 90 防災行政無線通信施設運営管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

災害時に正確な情報を市民に届けるための事業のため、この
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

事業は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境が変化しようと、市民が対象なの

様

は何も変わらない。
事

式

業進展等による環境変

1

化
□ ある

に伴い、対象

-

を見直す（拡
その理由

2

大・縮小）必要はあり

事

ませ
■ ない

んか？

災害

務

時に正確な情報を市民


